
ひかり手当及び健康管理費対象者が属する世帯が生活保護を 

受給した場合の「健康管理手当」支給実施要綱 

 

 

１．「健康管理手当」支給の目的 

 「ひかり手当支給基準」では、公的制度の活用を優先する立場から「被害者

の属する世帯の収入額と該当するひかり手当（生活手当・調整手当）の額との

合算額が生活保護基準を下回るとき、ひかり手当は支給しない（生活保護制度

の活用を図る）」としている。ただ、救済事業の趣旨から、健康面への課題に対

応するとともに、本人の自立を奨励するため、生活保護受給者には必要に応じ

て別途「自立奨励金」を支給してきた。 

 また、健康管理費対象者（慢性的疾患またはこれに準じる慢性症状を有する

者）については、生活保護を受給した場合も、生活保護費とは金銭的性格が重

ならないため「健康管理費」として継続して支給してきた。 

 しかしながら、事件から約 60年が過ぎ、高齢期を迎えるため、就労を最終的

な目標とする自立の見込みは低くなる一方、ひかり手当及び健康管理費対象者

には、健康課題に対する援助が重要になってきている。特に知的障害や精神障

害のある被害者の糖尿病など生活習慣病対策や、脳性まひなど肢体障害のある

被害者の二次障害対策は急を要する課題である。森永ひ素ミルク中毒事件の被

害者は、事件の影響もあり、これらの健康問題によって ADL（日常生活動作）

や QOL（生活の質）の低下が起こり、これまでの生活維持が困難になる場合も

生じている。 

 これらの被害者の現状から、生活保護受給者の自立を奨励するための「自立

奨励金」は役割を終えたものとし、今後ひかり手当及び健康管理費特 1 級対象

者が、生活保護を受給した場合には「健康管理手当 1級・2級」を支給する。併

せて、現在の自立奨励に相当する部分については見直しを図る。健康管理費 1・

2級対象者に対しても、生活保護を受給した場合には「健康管理手当 3級」を支

給する。なお、「健康管理手当」については、被害者の QOL（生活の質）の維

持向上を図り、ひいては被害者の健康被害の回復に資することを目的としてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．「健康管理手当」の支給基準 

（１）支給要件・支給内容など 

 支給対象 支給要件 支給の趣旨 支給内容 

健 

康 

管 

理 

手 

当 

１ 

級 

生活保護

を受給し

た生活手

当相当の

対象者 

①障害が重度のため、通常

の就業が極めて困難な者 

②障害基礎年金を受給す

る程度の障害のある者 

③多くの健康課題を有し、

健康維持に伴う特別な経

費を要する者 

入通院雑費の

ほか、重度の

障害のために

必要となる身

体的な負担を

軽減するため

の出費に充て

る。 

①支給額 

30,000円～45,000円 

 

②上記の範囲で、理事長が

認めた額 

健 

康 

管 

理 

手 

当 

２ 

級 

生活保護

を受給し

た調整手

当相当及

び健康管

理費特 1

級相当の

対象者 

①障害のため、就業の定着

や家庭生活の維持などに

困難が長期に持続してい

る者 

②一定の健康課題を有し、

健康維持に伴う特別な経

費を要する者 

入通院雑費の

ほか、障害の

ために必要と

なる負担を軽

減するための

出費に充て

る。 

 

①支給額 

20,000円～30,000円 

 

②上記の範囲で、理事長が

認めた額 

健

康

管

理

手

当 

３ 

級 

生活保護

を受給し

た健康管

理費 1・2

級相当の

対象者 

①慢性的疾患またはこれ

に準じる慢性症状を有す

るため、長期にわたって就

業または家庭生活に何ら

かの制限を受けた者 

②主治医から計画的・継続

的に日常の健康管理の指

導・訓練を要する者 

慢性的疾患等

のため、日常

十分に健康上

の注意を行う

必要があり、

そのために必

要な出費に充

てる。 

 

 

①支給額 

ア．20,000円 

（健康管理費 1 級相当の

対象者） 

イ．10,000円 

（健康管理費 2 級相当の

対象者） 

（２）支給期間 

  ひかり手当・健康管理費の支給期間と一致させる。また、支給期間中に生

活保護を受給しなくなった場合は、ひかり手当・健康管理費の支給に切り替

える。 

 

（３）支給額の改定 

  原則として改定はしない。ただし健康状態が大きく変化した場合には、地

区センター長判断で本部申請を行い、「健康管理手当」支給基準に基づき支給



額の改定を行う。 

 

 

附則 １．第 186回理事会（2015年 11月 15日）で改正。2015年 12月１日よ

り適用。 


